
(証券コード 2003)
平成28年６月10日

株 主 各 位
　

東京都中央区新川一丁目３番17号

日東富士製粉株式会社
代表取締役社長 下 嶋 正 雄

　

第119回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第119回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席下さいま
すようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙
に各議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年６月28日（火曜日）午後５時40分
までに当社に到着するようご返送下さいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 平成28年６月29日（水曜日）午前10時

2. 場 所 東京都中央区新川一丁目３番17号（新川三幸ビル）
当社２階会議室
(裏面案内図をご参照下さい。）

3. 会議の目的事項

報告事項 1. 第118期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
事業報告の内容及び連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監
査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第118期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 株式併合の件
第３号議案 定款一部変更の件
第４号議案 取締役(監査等委員である取締役を除く。)７名選任の件
第５号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第６号議案 取締役(監査等委員である取締役を除く。)の報酬等の額の決定の件
第７号議案 監査等委員である取締役の報酬等の額の決定の件
第８号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さ
いますようお願い申し上げます。また、資源節約のため、この「招集ご通知」をご
持参下さいますようお願い申し上げます。

◎株主総会参考書類、事業報告並びに計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合
は、インターネット上の当社ウェブサイト(http://www.nittofuji.co.jp)に掲載さ
せていただきます。
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株主総会参考書類

　議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配

当の維持を基本としながら、今後の事業展開等を勘案して以下のとおり期末配

当及びその他の剰余金の処分をさせていただきたいと存じます。

　 1. 剰余金の処分に関する事項

　 (1) 増加する剰余金の項目及びその額

　 別途積立金 700,000,000円

　 (2) 減少する剰余金の項目及びその額

　 繰越利益剰余金 700,000,000円

　 2. 期末配当に関する事項

　 (1) 株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき金６円 総額274,829,478円

　 (2) 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成28年６月30日
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第２号議案 株式併合の件

１．株式併合を必要とする理由

　全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、上場する

国内会社の普通株式の売買単位を100株に統一することを目指しております。

　当社は、東京証券取引所に上場する企業としてこの趣旨を尊重し、当社株式

の売買単位を1,000株から100株に変更するとともに、証券取引所が望ましいと

する投資単位の水準(５万円以上50万円未満)を維持することを目的として、株

式の併合を行うものであります。

２．併合の内容

(1) 併合する株式の種類及び割合

　当社普通株式について、10株を１株に併合いたしたいと存じます。

　なお、株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法の定

めに基づき一括して処分し、その処分代金を端数が生じた株主の皆様に対して、

端数の割合に応じて配分いたします。

(2) 株式併合の効力発生日

　平成28年10月１日

(3) 効力発生日における発行可能株式総数

　15,000,000株

(4) その他

　本議案に係る株式併合は第３号議案「定款一部変更の件」が承認可決される

ことを条件といたします。なお、その他手続き上の必要事項につきましては、

取締役会にご一任願いたいと存じます。

(注)株式併合により、発行済株式総数が10分の１に減少することとなりますが、

純資産等は変動しませんので、１株当たりの純資産額は10倍となり、株式市場

の変動など他の要因を除けば、株主様がお持ちの当社株式の資産価値に変動は

ありません。また、議決権や優待等、株主様の権利も変動ありません。
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第３号議案 定款一部変更の件

１．変更の理由

(1) 平成27年５月１日に施行された「会社法の一部を改正する法律」(平成26年

法律第90号。以下、本議案において「改正会社法」という。)によって、新

たに監査等委員会設置会社への移行が可能となっております。

　取締役会の監査・監督機能の一層の強化とガバナンスの更なる充実を図る

とともに、権限委譲による迅速な意思決定と業務執行により、経営の公正

性、透明性及び効率性を高めるため、監査等委員会設置会社へと移行いたし

たく、監査等委員会及び監査等委員に関する規定の新設並びに監査役及び監

査役会に関する規定の削除等を行うものであります。

(2) 第２号議案「株式併合の件」が承認可決されることを条件として、併合比

率に応じて発行可能株式総数を減少させるため現行定款第６条を変更すると

ともに、単元株式数を1,000株から100株に変更するため現行定款第８条を変

更するものであります。

　上記(2)の変更の効力は、第２号議案における株式併合の効力発生日であ

る平成28年10月１日をもって発生する旨の附則を設けるものであります。な

お、本附則は、株式併合の効力発生日経過をもって、削除するものといたし

ます。

(3) インターネットの普及に鑑み、法務省令に定めるところに従い、株主総会

参考書類等をインターネットで開示することにより、みなし提供できるよう

変更案第16条を新設するものであります。

(4) 改正会社法により、責任限定契約を締結することができる役員等の範囲が

変更されたことに伴い、業務執行取締役等でない取締役につきましても、期

待される役割を十分に発揮できるように、損害賠償責任を限定する契約を締

結することを可能とするため、現行定款第30条第２項の変更を行うものであ

ります。なお、本変更に関しましては、監査役全員の同意を得ております。

(5) 上記変更に伴い、必要となる条数の調整、その他文言の整理を行うもので

あります。
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２．変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。

(下線は変更部分を示します。)

現 行 定 款 変 更 案

第１章 総則 第１章 総則

第１条～第３条(省略) 第１条～第３条(現行どおり)

第４条 当会社は、株主総会及び取締
役のほか、次の機関を置く。

第４条 当会社は、株主総会及び取締
役のほか、次の機関を置く。

１．取締役会 １．取締役会

２．監査役 ２．監査等委員会

３．監査役会 (削除)

４．会計監査人 ３．会計監査人

第５条(省略) 第５条(現行どおり)

第２章 株式 第２章 株式

第６条 当会社の発行可能株式総数は、
１億5,000万株とする。

第６条 当会社の発行可能株式総数は、
1,500万株とする。

第７条(省略) 第７条(現行どおり)

第８条 当会社の単元株式数は、1,000
株とする。

第８条 当会社の単元株式数は、100株
とする。

第９条～第11条(省略) 第９条～第11条(現行どおり)

第３章 株主総会 第３章 株主総会

第12条～第15条(省略) 第12条～第15条(現行どおり)

(新設) 第16条 当会社は、株主総会の招集に
際し、株主総会参考書類、事業報告、
計算書類及び連結計算書類に記載又は
表示すべき事項に係る情報を、法令の
定めに従い、インターネットを利用す
る方法で開示することにより、株主に
対して提供したものとみなすことがで
きる。

第16条～第18条(省略) 第17条～第19条(現行どおり)
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現 行 定 款 変 更 案

第４章 取締役及び取締役会 第４章 取締役及び取締役会

第19条 当会社の取締役は、８名以内
とする。

第20条 当会社の取締役（監査等委員
である取締役を除く。）は、７名以内と
する。

(新設) ２ 当会社の監査等委員である取締役
は、３名とする。

第20条 取締役は、株主総会において
選任する。

第21条 取締役は、監査等委員である
取締役とそれ以外の取締役とを区別し
て、株主総会において選任する。

２～３(省略) ２～３(現行どおり)

第21条 取締役の任期は、選任後２年
以内に終了する事業年度のうち最終の
ものに関する定時株主総会の終結のと
きまでとする。

第22条 取締役（監査等委員である取
締役を除く。）の任期は、選任後１年以
内に終了する事業年度のうち最終のも
のに関する定時株主総会の終結の時ま
でとする。

２ 補欠として選任された取締役の任
期は、在任取締役の任期の満了すると
きまでとする。

２ 監査等委員である取締役の任期は、
選任後２年以内に終了する事業年度の
うち最終のものに関する定時株主総会
の終結の時までとする。

(新設) ３ 任期の満了前に退任した監査等委
員である取締役の補欠として選任した
監査等委員である取締役の任期は、退
任した監査等委員である取締役の任期
の満了する時までとする。

(新設) ４ 補欠の監査等委員である取締役の
選任決議の効力は、当該選任のあった
株主総会後、２年後の定時株主総会開
始の時までとする。

第22条 取締役会は、その決議によっ
て代表取締役を選定する。

第23条 取締役会は、その決議によっ
て取締役（監査等委員である取締役を
除く。）の中から代表取締役を選定す
る。

２ 取締役会は、その決議によって取
締役会長、取締役社長及び取締役副社
長各１名を定めることができる。

２ 取締役会は、その決議によって取
締役（監査等委員である取締役を除
く。）の中から取締役会長、取締役社長
及び取締役副社長各１名を定めること
ができる。

第23条(省略) 第24条(現行どおり)
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現 行 定 款 変 更 案

第24条 取締役会の招集通知は、会日
の３日前までに各取締役及び各監査役
に対して発する。但し、緊急の必要が
あるときは、この期間を短縮すること
ができる。

第25条 取締役会の招集通知は、会日
の３日前までに各取締役に対して発す
る。但し、緊急の必要があるときは、
この期間を短縮することができる。

２ 取締役及び監査役の全員の同意が
あるときは、招集の手続きを経ないで
取締役会を開催することができる。

２ 取締役の全員の同意があるときは、
招集の手続きを経ないで取締役会を開
催することができる。

第25条～第26条(省略) 第26条～第27条(現行どおり)

(新設) 第28条 当会社は、会社法第399条の13
第6項の規定により、取締役会の決議に
よって重要な業務執行（同条第５項各
号に掲げる事項を除く。）の決定の全部
又は一部を取締役に委任することがで
きる。

第27条 取締役会における議事の経過
の要領及びその結果並びにその他法令
に定める事項については、これを議事
録に記載又は記録し、出席した取締役
及び監査役が記名捺印又は電子署名を
行う。

第29条 取締役会における議事の経過
の要領及びその結果並びにその他法令
に定める事項については、これを議事
録に記載又は記録し、出席した取締役
が記名捺印又は電子署名を行う。

第28条(省略) 第30条(現行どおり)

第29条 取締役の報酬、賞与その他の
職務執行の対価として当会社から受け
る財産上の利益（以下「報酬等」と云
う。）は、株主総会の決議によって定め
る。

第31条 取締役の報酬、賞与その他の
職務執行の対価として当会社から受け
る財産上の利益は、監査等委員である
取締役とそれ以外の取締役とを区別し
て、株主総会の決議によって定める。

第30条(省略) 第32条(現行どおり)

２ 当会社は、会社法第427条第１項の
規定により、社外取締役との間に、任
務を怠ったことによる損害賠償責任を
限定する契約を締結することができる。
但し、当該契約に基づく責任の限度額
は、法令が規定する額とする。

２ 当会社は、会社法第427条第1項の
規定により、取締役（業務執行取締役
等であるものを除く。）との間に、任務
を怠ったことによる損害賠償責任を限
定する契約を締結することができる。
但し、当該契約に基づく責任の限度額
は、法令が規定する額とする。

第５章 監査役及び監査役会 (削除)

第31条～第39条(省略) (削除)
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現 行 定 款 変 更 案

(新設) 第５章 監査等委員会

(新設) 第33条 監査等委員会は、その決議に
よって常勤の監査等委員を選定するこ
とができる。

(新設) 第34条 監査等委員会の招集通知は、
会日の３日前までに各監査等委員に対
して発する。但し、緊急の必要がある
ときは、この期間を短縮することがで
きる。

(新設) ２ 監査等委員の全員の同意があると
きは、招集の手続きを経ないで監査等
委員会を開催することができる。

(新設) 第35条 監査等委員会における議事の
経過の要領及びその結果並びにその他
法令に定める事項については、これを
議事録に記載又は記録し、出席した監
査等委員が記名捺印又は電子署名を行
う。

(新設) 第36条 監査等委員会に関する事項は、
法令又は本定款のほか、監査等委員会
において定める監査等委員会規則によ
る。

第６章 会計監査人の責任 第６章 会計監査人の責任

第40条(省略) 第37条(現行どおり)

第７章 計算 第７章 計算

第41条～第44条(省略) 第38条～第41条(現行どおり)

(新設) 附則

(新設) 第１条 当会社は、会社法第426条第1
項の規定により、第119回定時株主総会
において決議された定款一部変更の効
力発生時以前の行為に関し、任務を怠
ったことによる監査役（監査役であっ
たものを含む。）の損害賠償責任を、法
令の限度において、取締役会の決議に
よって免除することができる。

(新設) 第２条 第６条及び第８条の変更は、
平成28年10月１日をもって効力が発生
するものとし、同日の経過をもって、
本附則第２条を削除する。
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第４号議案 取締役(監査等委員である取締役を除く。)７名選任の件

当社は、第３号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委

員会設置会社へ移行いたします。つきましては、現在の取締役全員(６名)は本

総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役(監査等委員である取締

役を除く。)７名の選任をお願いするものであります。

取締役(監査等委員である取締役を除く。)候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る

当社の株式数

１

下 嶋 正 雄
シモ ジマ マ サ オ

(昭和27年２月８日生)

昭和45年４月 三菱商事株式会社入社

70,000株

平成13年４月 同社食糧本部フィードマテリアルユニ
ットマネージャー

平成15年10月 同社食糧本部飼料ユニットマネージャ
ー

平成19年４月 同社理事食糧本部飼料ユニットマネー
ジャー

平成19年６月 当社社外監査役

平成20年４月 三菱商事株式会社理事農水産本部付(戦
略企画室長)兼飼料畜産ユニットマネー
ジャー

平成22年４月 同社理事農水産本部付（戦略企画室長）

平成23年４月 同社理事農水産本部付

平成23年６月 当社代表取締役社長

平成23年６月 隅田商事株式会社代表取締役
（現在に至る）

平成26年６月 当社代表取締役社長兼営業本部長
（現在に至る）

重要な兼職の状況

隅田商事株式会社代表取締役

【取締役候補者とした理由】
三菱商事株式会社の食糧本部に従事し、総合商社の豊富な経験を有しており、
当社代表取締役社長としての任務を通じて、豊富な業務経験と経営全般に関
する高度な知見を有していることから、引き続き取締役候補者としました。

２

髙 岡 裕 明
タカ オカ ヒロ アキ

(昭和29年5月12日生)

昭和53年４月 当社入社

13,412株

平成16年４月 当社生産技術部長

平成21年６月 当社執行役員東京工場長

平成23年６月 当社取締役常務執行役員生産技術本部
長兼品質保証部担当

平成26年６月 当社取締役専務執行役員生産技術本部
長兼品質保証部担当
（現在に至る）

【取締役候補者とした理由】
当社入社以来、主に生産技術本部に従事し、現在では、当社取締役専務執行
役員生産技術本部長兼品質保証部担当を務めており、豊富な業務経験と生産
技術等に関する高い知見を有していることから、引き続き取締役候補者とし
ました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る

当社の株式数

３

田 村 弘 昭
タ ム ラ ヒロ アキ

(昭和28年11月８日生)

昭和52年４月 株式会社三菱銀行（現株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行）入行

43,000株

平成16年７月 同行理事営業審査部長

平成19年３月 当社常任顧問

平成19年６月 当社常務取締役管理本部長兼業務監査
室担当

平成20年６月 当社取締役常務執行役員管理本部長兼
業務監査室担当
（現在に至る）

【取締役候補者とした理由】
株式会社三菱銀行（現株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）で培った豊富な業務経
験と、財務・会計等に関する高い知見をもとに、当社では取締役常務執行役
員管理本部長兼業務監査室担当を務めており、引き続き取締役候補者としま
した。

４

小 泉 武 嗣
コ イズミ タ ケ シ

(昭和33年11月30日生)

昭和56年４月 三菱商事株式会社入社

0株

平成３年６月 同社マニラ支店食品部マネージャー

平成８年５月 同社食品流通第一部菓子チームマネー
ジャー

平成11年２月 同社食料担当統括役員付（企画・業務）
マネージャー

平成15年４月 同社生活産業グループ役員付企画・業
務部長

平成15年６月 同社食品本部飲料原料ユニットマネー
ジャー

平成17年４月 同社食品本部戦略企画室中国・アジア
担当部長

平成18年４月 同社コーポレートスタッフ部門中国
事業戦略オフィス室長代行

平成20年４月 同社業務部中国室長兼ウランバートル
事務所長

平成21年４月 台湾三菱商事股份有限公司執行副総
経理(副社長)兼生活産業本部長

平成24年４月 三菱食品株式会社コンプライアンス
担当役員補佐

平成27年４月 当社顧問

平成27年６月 当社取締役常務執行役員業務本部長兼
日東富士運輸㈱代表取締役社長
（現在に至る）

【取締役候補者とした理由】
三菱商事株式会社及び三菱食品株式会社等で培った豊富な業務経験と、国際
感覚やコンプライアンス等に関する高い知見をもとに、当社では取締役常務
執行役員業務本部長兼日東富士運輸株式会社代表取締役社長を務めており、
引き続き取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る

当社の株式数

５

※谷 本 祐 介
タニ モト ユウ スケ

(昭和35年４月30日生)

昭和58年４月 三菱商事株式会社入社

0株

昭和62年９月 同社食料管理部

平成８年10月 米国三菱商事会社ロスアンゼルス支店

平成10年12月 同社本店

平成12年12月 三菱商事株式会社リスクマネジメント
部

平成17年１月 同社生活産業グループコントローラー
オフィス食糧チームリーダー

平成17年６月 当社社外監査役

平成20年４月 三菱商事株式会社生活産業グループコ
ントローラーオフィス農水産チームリ
ーダー

平成21年６月 同社コーポレート部門コントローラー
オフィス第二チームリーダー

平成22年４月 同社コーポレート部門管理部第二チー
ムリーダー

平成23年５月 同社監査部部長代行兼監査室長

平成28年６月 当社顧問

（現在に至る）

【取締役候補者とした理由】
三菱商事株式会社等で培った豊富な業務経験と、財務・会計等に関する高い
知見をもとに当社事業活動への助言や販売活動への支援が期待できるため、
取締役候補者としました。

６

箸
ハシ

本 隆 一
モト リュウ イチ

(昭和33年11月12日生)

昭和56年４月 三菱商事株式会社入社

4,000株

昭和62年12月 株式会社エム・シー・エム(現三菱商事
建材株式会社)営業部長

平成４年６月 独国三菱商事デュッセルドルフ本店資
材部長

平成８年２月 カナダ三菱商事トロント本店化学品・
食糧部長

平成11年８月 三菱商事株式会社食糧本部糖質部澱
粉・ビールチームリーダー

平成16年４月 同社中国支社生活産業グループ次長

平成22年10月 同社農水産本部戦略企画室商品開発担
当

平成24年４月 同社食品流通・ヘルスケア本部リテイ
ル事業部商品開発担当

平成26年１月 当社顧問

平成26年６月 当社取締役執行役員兼隅田商事株式会
社代表取締役社長
（現在に至る）

【取締役候補者とした理由】
三菱商事株式会社等で培った豊富な業務経験と、営業・販売等に関する高い
知見をもとに、当社では取締役執行役員兼隅田商事株式会社代表取締役社長
を務めており、引き続き取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る

当社の株式数

７

※藤 田 佳 久
フ ジ タ ヨシ ヒサ

(昭和38年７月15日生)

昭和61年４月 三菱商事株式会社入社

0株

平成５年７月 オーストラリア三菱商事会社

平成７年９月 MC MEATS HOLDINGS PTY.LTD.

平成９年５月 三菱商事株式会社飼料畜産部

平成15年４月 同社飼料ユニット総括マネージャー

平成16年４月 日本食品化工株式会社経営企画室長

平成17年６月 同社取締役

平成19年６月 三菱商事株式会社澱粉・ビールユニッ
ト総括マネージャー

平成20年４月 同社糖質ユニット澱粉・ビールチーム
リーダー

平成22年５月 ASIA MODIFIED STARCH CO.,LTD.
MANAGING DIRECTOR

平成26年３月 三菱商事株式会社農水産本部糖質部

平成26年４月 同社生活原料本部糖質部長

平成28年４月 同社生活消費財本部製粉糖質部長

(現在に至る)

【取締役候補者とした理由】
三菱商事株式会社での職歴をもとに当社の適切な企業活動への助言や販売活
動への支援を期待しております。また、製造業の立場ではない客観的視点で
当社の企業経営全般に対する指導が期待できるため、取締役候補者としまし
た。

　

(注)１．※印は、新任候補者であります。
　 ２．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
　 ３．藤田佳久氏は、非常勤の取締役候補者であります。
　 藤田佳久氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で会社法第427条第１項に定める責任

限定契約を締結する予定です。当該契約に基づく責任の限度額は、法令が定める最低責任限
度額となります。
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第５号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

当社は、第３号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委

員会設置会社へ移行いたします。つきましては、監査等委員である取締役３名

の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましてはあらかじめ監査役会の同意を得ております。

監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る

当社の株式数

１

※伊 藤 和 雄
イ トウ カズ オ

(昭和36年１月７日生)

昭和58年４月 三菱商事株式会社入社

0株

平成５年５月 米国三菱商事会社

平成10年10月 三菱商事株式会社化学品管理部

平成14年４月 三菱商事フィナンシャルサービス株式
会社

平成15年５月 三菱商事株式会社化学品グループコン
トローラーオフィス

平成18年３月 同社化学品グループコントローラー

平成20年４月 欧州三菱商事会社兼欧阿中東CIS統括付

平成23年４月 三菱商事株式会社コーポレート担当役
員補佐

平成25年４月 三菱商事フィナンシャルサービス株式
会社代表取締役社長

平成27年４月 三菱商事株式会社生活産業グループ管
理部長

平成27年６月 当社社外監査役

（現在に至る）

平成28年４月 三菱商事株式会社理事生活産業グルー
プ管理部長
（現在に至る）

【監査等委員である取締役候補者とした理由】
三菱商事株式会社での職歴をもとに当社の適切な企業活動への助言や販売活動
への支援を期待しております。また、長年にわたり経理部門の経験を重ねてお
り、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであり、製造業の立場
ではない客観的視点で当社の企業経営全般に対する指導が期待できるため、監
査等委員である取締役候補者としました。

２

※石
イシ

毛
ゲ

　宏
ヒロシ

(昭和28年９月21日生)

昭和52年４月 株式会社三菱銀行（現株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行）入行

6,000株

平成16年７月 同行情報セキュリティ管理室長

平成18年４月 帝京大学経済学部経営学科助教授

平成19年４月 同大学経済学部教授

（現在に至る）

平成22年６月 当社社外監査役
（現在に至る）

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】
大学教授としての専門的知識と株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行に長年勤務された
経験を当社の企業活動に反映していただき、また、過去に会社経営に関与され
たことはありませんが経営及び財務に関する相当程度の知見を有しており、職
務を適切に遂行できるものと判断し、監査等委員である社外取締役候補者とし
ました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る

当社の株式数

３

※野 口 文 雄
ノ グチ フミ オ

(昭和29年11月18日生)

昭和54年４月 公正取引委員会事務局入局

0株

平成４年７月 審査部考査室長

平成６年７月 国税庁名古屋国税局徴収部次長

平成７年７月 同仙台国税局徴収部長

平成８年７月 公正取引委員会事務総局取引部景品表
示監視室長

平成11年７月 審査局第一審査長

平成14年７月 中部事務所長

平成16年４月 取引部取引企画課長

平成18年６月 近畿中国四国事務所長

平成20年６月 審査管理官

平成23年１月 取引部長

平成24年９月 審査局長

平成26年７月 郷原総合コンプライアンス法律事務所
特別顧問
(現在に至る)

平成26年11月 タイヤ公正取引協議会専務理事

(現在に至る)

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】
公正取引委員会等に長年勤務された経験を当社の企業活動に反映していただ
き、また、過去に会社経営に関与されたことはありませんが企業取引及び税務
に関する相当程度の知見を有しており、職務を適切に遂行できるものと判断
し、監査等委員である社外取締役候補者としました。

(注)１．※印は、新任候補者であります。
　 ２．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
　 ３．当社は、伊藤和雄氏及び石毛宏氏との間で、会社法427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の
限度額は、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額としております。

　 なお、伊藤和雄氏及び石毛宏氏の選任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であ
ります。

　 また、野口文雄氏の選任が承認された場合には、同内容の責任限定契約を締結する予定であ
ります。

　 ４．石毛宏氏及び野口文雄氏は、社外取締役候補者であります。
　 ５．石毛宏氏及び野口文雄氏は、いずれも東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満た

しており、選任が承認された場合には、独立役員として指定する予定であります。
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第６号議案 取締役(監査等委員である取締役を除く。)の報酬等の額の決定の件

当社の取締役の報酬等の額は、平成22年６月29日開催の第113回定時株主総会に

おいて年額２億円以内(うち社外取締役の報酬等の額は年額３百万円以内)とご

承認いただき現在に至っておりますが、第３号議案「定款一部変更の件」が原

案どおり承認可決されますと、当社は監査等委員会設置会社へ移行いたします。

つきましては、会社法第361条第１項及び第２項の定めに従い、現在の取締役の

報酬枠に代えて、取締役(監査等委員である取締役を除く。)の報酬等の額を、

年額２億円以内と定めることとさせていただきたいと存じます。また、取締役

の報酬等の額には、役員賞与及び執行役員兼務取締役の執行役員分の給与と賞

与を含め、役員退職慰労金は含まないものといたしたいと存じます。

なお、現在の取締役は６名(うち社外取締役は１名)でありますが、第３号議案

「定款一部変更の件」及び第４号議案「取締役(監査等委員である取締役を除

く。)７名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、取締役(監査等委員で

ある取締役を除く。)は７名となります。

また、本議案に係る決議の効力は、第３号議案に係る定款変更の効力が発生す

ることを条件として発生するものといたします。

第７号議案 監査等委員である取締役の報酬等の額の決定の件

監査等委員である取締役の報酬等の額につきましては、会社法第361条第１項及

び第２項の定めに従い、経済情勢等諸般の事情を考慮して、年額３千万円以内

と定めること、並びに各監査等委員である取締役に対する具体的金額、支給の

時期等は、監査等委員である取締役の協議によることといたしたく存じます。

なお、第３号議案「定款一部変更の件」及び第５号議案「監査等委員である取

締役３名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、監査等委員である取締

役は３名となります。

また、本議案に係る決議の効力は、第３号議案に係る定款変更の効力が発生す

ることを条件として発生するものといたします。
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第８号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

監査役松本 正氏は、本総会終結の時をもって退任されますので、その在任中

の功労に報いるために、当社所定の基準による相当額の範囲内で退職慰労金を

贈呈することとし、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は監査等委員である

取締役の協議にご一任願いたいと存じます。

退任監査役の略歴は次のとおりです。

氏 名 略 歴

松
マツ モト

本　正
マサシ 平成25年６月 当社常勤監査役

（現在に至る）

以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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至
水
天
宮
前

地
下
鉄
東
西
線

至
八
丁
堀

新
亀
島
橋

永
代
通
り

霊
岸
橋

至日本橋

亀島川

日東富士製粉本社
(新川三幸ビル)

至永代橋

ドトールコーヒー

ホテル
ヴィラフォンテーヌ

日産
チェリー

コイン
パーキング

日本政策
金融公庫

茅場町
パールホテル

三井住友銀行

新大橋通り

三井住友
銀行

プロント

三菱東京
ＵＦＪ銀行

澁澤
シティプレイスファミリー

マート

地下鉄日比谷線 地下鉄　茅場町駅

ベローチェ

出口

出口

出口 出口

出口

出口

出口

株主総会会場ご案内図

東京都中央区新川一丁目３番17号（新川三幸ビル）

当社２階会議室

電話 03－3553－8781

　

　 最寄駅 東京メトロ日比谷線・東西線 茅場町駅下車徒歩５分
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（第119回定時株主総会招集ご通知添付書類）

第 118 期 報 告 書

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

　

事 業 報 告

連 結 貸 借 対 照 表

連 結 損 益 計 算 書

連結株主資本等変動計算書

連 結 注 記 表

貸 借 対 照 表

損 益 計 算 書

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

会計監査人の監査報告書謄本

監査役会の監査報告書謄本
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事 業 報 告

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

　
1. 企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及びその成果

　 当連結会計年度における当社グループの経営成績についてご報告いたします。

　当社グループでは、販売競争の激化する事業環境に対応すべく、製造・販売・

研究開発・配送が一体となり、グループ全体の組織力向上を図るよう、営業チー

ムの機動力強化に努め、顧客ニーズに対応すべく研究開発を進めました。また、

三菱商事グループ各社や株式会社増田製粉所との連携を強化し、積極的な販売活

動による商圏の拡大を進めました。ベトナムの海外子会社であるNitto-Fuji

International Vietnam Co.,Ltd.においては、東南アジア市場の開拓に努めまし

た。

　一方、海外子会社(Nitto-Fuji International Vietnam Co.,Ltd.)を含む全社で

「ISO22000」及び「ISO14001」の認証を取得し、食品安全の管理レベルの向上及び

環境負荷の低減に努めております。

　この結果、当連結会計年度の連結売上高は519億１千６百万円（前連結会計年度

比1.4％増）となりました。連結経常利益は23億２千１百万円（前連結会計年度比

11.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は16億１百万円（前連結会計年度比

35.4％増）となりました。

　 事業別の概況は、次のとおりであります。

　主力事業である製粉及び食品事業におきましては、外国産小麦の政府売渡価格

は昨年４月に平均3.0％引き上げられましたが、10月には平均5.7％引き下げられ、

これに伴い、当社においても二度にわたり小麦粉製品の販売価格改定を行いまし

た。小麦粉及び業務用ミックスの販売数量が前連結会計年度と比べ増加し、売上

高は451億５千２百万円（前連結会計年度比1.5％増）となりました。利益面では、

徹底した経費の見直しにより、営業増益となりました。

　外食事業におきましては、ケンタッキーフライドチキン店の販売が好調であっ

たことから、売上高は66億２千５百万円（前連結会計年度比1.7％増）となりまし

た。不採算店舗の閉店費用等も吸収して、利益面も増益となりました。

　運送事業におきましては、グループ外からの運賃収入は減少し、売上高は１億

３千７百万円（前連結会計年度比31.9％減）となりましたが、効率的な配送や燃

料代が低水準に推移したことから、営業増益となりました。
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　事業セグメント別売上高

区 分
当連結会計年度 前連結会計年度 前連結会計年度比増減(△)

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減(△)率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

製粉及び食品事業 45,152 87.0 44,483 86.9 669 1.5

外 食 事 業 6,625 12.7 6,515 12.7 110 1.7

運 送 事 業 137 0.3 202 0.4 △64 △31.9

合 計 51,916 100.0 51,201 100.0 714 1.4

　(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度中の設備投資の総額は、７億４千９百万円であり、事業の種類

別セグメントは次のとおりであります。

区 分 設備投資額 主 な 内 容

百万円

製粉及び食品事業 621 製造設備の増強、安全・安心面や合理化・省力化への投資

外 食 事 業 124 店舗改装費用

運 送 事 業 2 輸送・安全対策の維持・向上への投資

合 計 749

　(3) 資金調達の状況

　当連結会計年度末の借入金合計金額は40億円であります。

　尚、当連結会計年度中には、当社グループ各社とも増資あるいは社債発行によ

る資金調達は行っておりません。
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　(4) 対処すべき課題

　製粉及び食品事業におきましては、国内市場は少子高齢化の進展や人口減少に

よる需要減退が販売競争を一段と激化させており、より競争力のある商品開発や、

価格競争力の一段の強化が喫緊の課題となっております。

　外食事業におきましては、業界内での競争激化と消費者の節約志向が続くなか、

原材料価格の上昇等の対応策として、各店舗に合わせた効果的な事業運営が必要

とされています。また、消費者の食の安全・安心に対する意識も一段と高まって

おり、これに応える店舗運営にも注力してまいります。

　このように当社グループを取り巻く環境は今後一層厳しくなることが予想され

ます。その備えとして原料調達・製造・販売・開発・物流が一体となり、積極的

な販売活動や新商品開発による販売数量の増加を図るとともに、徹底した効率を

追求し、競争力を強化してまいります。また、三菱商事株式会社及び業務提携先

である株式会社増田製粉所との連携を強化し、商圏拡大を図ってまいります。さ

らに、海外戦略として、ハラール認証を取得したベトナムの子会社(Nitto-Fuji

International Vietnam Co.,Ltd.)を通じてイスラム圏での事業拡大にも努めてま

いります。

　株主の皆様のなお一層のご支援ご鞭撻を賜りますようよろしくお願い申し上げ

ます。

　(5) 財産及び損益の状況の推移

区 分
平成24年度
(第115期)

平成25年度
(第116期)

平成26年度
(第117期)

平成27年度
当連結会計年度

(第118期)

百万円 百万円 百万円 百万円

売 上 高 47,770 50,112 51,201 51,916
百万円 百万円 百万円 百万円

経 常 利 益 1,553 1,869 2,092 2,321
百万円 百万円 百万円 百万円

親会社株主に帰属する当期純利益 994 1,130 1,183 1,601

１株当たり当期純利益 21円70銭 24円67銭 25円82銭 34円97銭
百万円 百万円 百万円 百万円

総 資 産 39,941 38,748 43,026 43,504

　(6) 重要な親会社及び子会社の状況（平成28年３月31日現在）

　 ① 親会社の状況

　三菱商事株式会社は、当社の株式29,528千株（持株比率64.5％）を保有し

ており、当社の親会社であります。また、当社の総代理店として、各地区の

特約店を通じて販売店・需要家に販売しております。

　親会社等との間の取引に関する事項は以下のとおりであります。
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　 (イ) 取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項

　製品の販売等については、市場価格、総原価を勘案して、一般的取引条件

と同様に決定しております。

　製品・原材料の購入については、市場の実勢価格を参考に、一般的取引条

件と同様に決定しております。

　 (ロ) 当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由

　取引等を決定する際には、法及び社内規定に則り取締役会、常務会等で所

定の手続きを行い、監査役や業務監査室等により会社業務が適正に遂行され

ていることを確認しております。

　 (ハ) 取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の当該意見

　該当事項はありません。

　

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

千円 ％

日 東 富 士 運 輸 株 式 会 社 25,000 100.0 運 送 業

株 式 会 社 さ わ や か 200,000 100.0 フ ァ ー ス ト フ ー ズ

隅 田 商 事 株 式 会 社 26,000 100.0 製 粉 及 び 食 品 業

Nitto-Fuji International Vietnam Co.,Ltd.
億VND

1,305 94.7 食 品 業

　

　 ③ 特定完全子会社の状況

特定完全子会社に該当する子会社はありません。

　

　(7) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

　現在、当企業集団の事業の種類別セグメントは次のとおりであります。

　製粉及び食品事業は、小麦その他農産物を原料として、小麦粉・ふすま類の製

造・販売を主たる事業とし、ミックス粉他小麦粉関連製品等の製造・加工・販売

も併せて行っております。さらに、工場付属営業倉庫（サイロ）において、小麦

の保管業務等の倉庫業及び荷揚荷役の港湾運送業を行っているほか、エンジニア

リング部門において、製粉・製麺工場、製品サイロ等の機械設備の設計・施工も

行っております。

　外食事業は、当社子会社の株式会社さわやかが『ケンタッキーフライドチキン

（以下ＫＦＣ）』のトップフランチャイジーとして事業展開しているほか、各種レ

ストラン等にも進出しております。

　運送事業は、当社子会社の日東富士運輸株式会社が当社を主たる荷主として小

麦粉製品等の運送を行っております。
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　(8) 主要な営業所・出張所及び工場（平成28年３月31日現在）

　 ① 当社

本 社：東京都中央区

中 央 研 究 所：東京都大田区

仙 台 営 業 所：宮城県仙台市

埼 玉 事 業 所：埼玉県熊谷市

静 岡 営 業 所：静岡県静岡市

名 古 屋 営 業 所：愛知県知多市

大 阪 営 業 所：兵庫県神戸市

広 島 出 張 所：広島県広島市

北 陸 出 張 所：富山県射水市

東 京 工 場：東京都大田区

埼 玉 工 場：埼玉県熊谷市

埼 玉 食 品 工 場：埼玉県熊谷市

静 岡 工 場：静岡県静岡市

名 古 屋 工 場：愛知県知多市

　 ② 子会社

日東富士運輸株式会社

本 社：東京都大田区

支 店：東京都大田区、埼玉県熊谷市、静岡県静岡市、

愛知県知多市

株式会社さわやか

本 社：東京都中央区

Ｋ Ｆ Ｃ 58 店 舗：東京都他６県

各種レストラン等11店舗：東京都、神奈川県

隅田商事株式会社

本 社：東京都中央区

営 業 所：岩手県滝沢市、福島県郡山市、三重県四日市市

Nitto-Fuji International Vietnam Co.,Ltd.

本 社：ベトナムビンズン省
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　(9) 従業員の状況（平成28年３月31日現在）

　 ① 企業集団の従業員の状況

事業の種類別セグメントの名称 従 業 員 数

名

製 粉 及 び 食 品 事 業 528

外 食 事 業 124

運 送 事 業 75

合 計 727

(注) 上記のほかに臨時従業員1,607名（最近１年間の平均雇用人員）を雇用しております。

　 ② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減(△) 平 均 年 令 平均勤続年数

名 名 才 年

男 子 330 △9 44.0 21.3

女 子 93 △2 40.3 17.9

合計又は平均 423 △11 43.3 20.5

(注) 上記のほかに臨時従業員135名（最近１年間の平均雇用人員）を雇用しております。

(10) 主要な借入先（平成28年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 額

百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,400

農 林 中 央 金 庫 1,050

株 式 会 社 静 岡 銀 行 600

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 400
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2. 会社の株式に関する事項（平成28年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 150,000,000株

(2) 発行済株式の総数 46,923,646株

(3) 株 主 数 5,773名

(4) 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

三 菱 商 事 株 式 会 社 29,528 64.5

山 崎 製 パ ン 株 式 会 社 619 1.4

日 東 富 士 製 粉 持 株 会 577 1.3

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 535 1.2

日 清 食 品 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 518 1.1

株 式 会 社 中 村 屋 500 1.1

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 354 0.8

MSIP CLIENT SECURITIES 273 0.6

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 267 0.6

鈴 与 株 式 会 社 257 0.6

(注) 上記のほか当社保有の自己株式1,118千株があります。
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3. 会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役（平成28年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 下　嶋　正　雄
シモ ジマ マサ オ

営業本部長兼隅田商事株式会社代表取締役

取 締 役
専務執行役員

髙　岡　裕　明
タカ オカ ヒロ アキ

生産技術本部長兼品質保証部担当

取 締 役
常務執行役員

田　村　弘　昭
タ ムラ ヒロ アキ

管理本部長兼業務監査室担当

※
取 締 役
常務執行役員

小
コ

　泉
イズミ

　武　嗣
タケ シ

業務本部長兼日東富士運輸株式会社代表取締役社長

取 締 役
執 行 役 員

箸
ハシ

　本
モト

　隆
リュウ

　一
イチ

隅田商事株式会社代表取締役社長

取 締 役 宮　原　朋　宏
ミヤ ハラ トモ ヒロ

三菱商事株式会社生活原料本部農産油脂部長

常勤監 査 役 松　本
マツ モト

　 正
マサシ

※監 査 役 伊　藤　和　雄
イ トウ カズ オ

三菱商事株式会社生活産業グループ管理部長
三菱食品株式会社社外監査役
日本食品化工株式会社社外監査役
日本ＫＦＣホールディングス株式会社社外監査役

※監 査 役 中　山　裕　章
ナカ ヤマ ヒロ アキ

三菱商事株式会社生活原料本部副本部長

監 査 役 石　毛
イシ ゲ

　 宏
ヒロシ

帝京大学経済学部教授

(注) 1. ※印を付した取締役及び監査役は、平成27年６月26日開催の第118回定時株主総会において
新たに選任され就任いたしました。

2. 取締役のうち宮原朋宏氏は、社外取締役であります。
3. 監査役のうち伊藤和雄、中山裕章及び石毛宏の各氏は、社外監査役であります。
4. 監査役の伊藤和雄氏は、長年にわたり経理部門の経験を重ねており、財務及び会計に関す

る相当程度の知見を有するものであります。
5. 平成27年６月26日開催の第118回定時株主総会終結のときをもって、青木中氏は取締役を辞

任いたしました。
6. 平成27年６月26日開催の第118回定時株主総会終結のときをもって、大沼尚人及び三枝則生

の両氏は監査役を辞任し、伊藤佐英氏は任期満了により監査役を退任いたしました。
7. 石毛宏氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。

　

　(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社は社外取締役及び各社外監査役との間で会社法第427条第１項に定める責任

限定契約を締結しております。当該契約に基づく責任の限度額は、法令が定める

最低責任限度額となります。
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　(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

取締役 ７名 161百万円（当事業年度の役員賞与引当金額を含む）

監査役 ７名 19百万円

(注) 1. 上記報酬等の額には、社外役員に対する報酬等６名５百万円を含んでおります。
2. 上記報酬等の額には、当事業年度役員退職慰労引当額20百万円を含んでおります。

　 3. 平成27年６月26日開催の第118回定時株主総会決議に基づき、支給した役員退職慰労金
額は、２名21百万円であります。

　 4. 当社の親会社の子会社から、当事業年度において、当社社外役員に対する役員として
の報酬等の額 ８百万円

　(4) 社外役員に関する事項

　 ① 取締役 宮原 朋宏

　 ○重要な兼職先と当社との関係

　 ・三菱商事株式会社社員

　 同社は当社の親会社であり、販売総代理店でもあります。

　 ○当事業年度における主な活動状況

　 ・出席及び発言状況

当事業年度開催の取締役会の８割以上に出席、適正な企業活動への助言

がありました。

　 ② 監査役 伊藤 和雄

　 ○重要な兼職先と当社との関係

　 ・三菱商事株式会社社員

　 同社は当社の親会社であり、販売総代理店でもあります。

　 ・三菱食品株式会社社外監査役

　 同社は当社の製品の販売先であります。

　 ・日本食品化工株式会社社外監査役

　 同社は当社の副資材の仕入先であります。

　 ・日本ＫＦＣホールディングス株式会社社外監査役

　 同社は当社の製品の販売先であります。

　 ○当事業年度における主な活動状況

　 ・出席及び発言状況

平成27年の定時株主総会で選任後、開催された取締役会の９割以上に出

席、監査役会の全てに出席、適正な企業活動への助言がありました。
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　 ③ 監査役 中山 裕章

　 ○重要な兼職先と当社との関係

　 ・三菱商事株式会社社員

　 同社は当社の親会社であり、販売総代理店でもあります。

　 ○当事業年度における主な活動状況

　 ・出席及び発言状況

平成27年の定時株主総会で選任後、開催された取締役会及び監査役会の

全てに出席、適正な企業活動への助言がありました。

　 ④ 監査役 石毛 宏

　 ○重要な兼職先と当社との関係

　 ・帝京大学経済学部教授

学校法人帝京大学と当社との間には特別な関係はありません。

　 ○当事業年度における主な活動状況

　 ・出席及び発言状況

当事業年度開催の取締役会及び監査役会の全てに出席、適正な企業活動

への助言がありました。
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4. 会計監査人の状況

　(1) 会計監査人の名称

　 有限責任監査法人トーマツ

　(2) 当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　 ① 公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬

　 37百万円

　 ② 当社及び当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

　 37百万円

(注)1.会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由は、監査役会は、会計監査人から
の説明を受けた当事業年度の会計監査計画の監査日数や人員配置などの内容、前年度の
監査実績の検証と評価、会計監査人の監査の遂行状況の相当性、報酬の前提となる見積
りの算出根拠を精査した結果、会計監査人の報酬等の額について同意いたしました。

2.当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額は区分されていないため、上記金額には金融商品取引法に基
づく監査の報酬等の額を含めております。

3.重要な子会社であるNitto-Fuji International Vietnam Co.,Ltd.は、当社の会計監査人
以外の監査法人の監査を受けております。

　(3) 会計監査人の解任又は不再任決定の方針

　当社都合の場合のほか、会計監査人が会社法・公認会計士法等の法令に違反・

抵触した場合及び公序良俗に反する行為があったと判断した場合には、監査役会

の決議により会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることと

いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら

れる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。

当該解任をした場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株

主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と理由を報告いたします。
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5. 会社の体制及び方針

(1)取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制並びに企業集団の業務の適正を確保するための体制

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

　当社は、役職員が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとる様「役職員行

動規範」を定めております。

　コンプライアンス担当取締役を任命し、コンプライアンス関連の体制整備（研

修、ガイドラインの制定ほか）を行います。また、各事業部門の長、総務部長及

び業務監査室長をコンプライアンス委員とするコンプライアンス委員会を設置し、

コンプライアンス担当取締役がその委員長を務めております。

　法令上及び定款上疑義のある行為等について、従業員が直接情報提供を行う手

段として、コンプライアンス委員会等への報告・相談ラインを設置しております。

　

　② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や、各取締

役が職務権限に基づいて決裁した文書等、取締役の職務の執行に係る情報を適正

に記録し、法令等に基づき、定められた期間保存しております。

　また、取締役及び監査役は、これらの文書等を必要に応じて閲覧・入手できる

体制になっております。

　

　③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社グループは、「リスク管理規定」に基づきコンプライアンス、環境、災害、

品質、情報セキュリティ等に係るリスクについては、それぞれの担当部署におい

て、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配付等を行う

ものとしております。

　組織横断的リスクの対応を一段と強化するため「リスク管理委員会」を設置し

ております。

　また、リスクに対する実際の行動・シミュレーション実施を行うため、リスク

に応じた分科会を設置しております。

　

　④ 取締役及び使用人の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社グループは、取締役及び従業員が共有する全社的な目標を定め、業務担当

取締役はその目標達成のために各部門の具体的目標及び効率的な達成の方法を策

定します。

　当社グループは、取締役会等が定期的に進捗状況をチェックし、改善を促すこ

とができるように全社的な業務の効率化を実現するシステムとなっております。
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　⑤ 財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制について

　当社グループは、財務報告の信頼性と適正性を確保するため、金融商品取引法

の定めに従い有効かつ正当な評価ができるよう内部統制システムを構築し、適切

な運用につとめます。

　

　⑥ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社は、グループ会社の主管者を定め、取締役や監査役の派遣等を通じて連携

を取り、グループ会社の業務執行状況の報告を定期的に受け、確認しております。

　また、社長直属の機関として業務監査室が設置されており、当社及びグループ

会社について、業務の遂行状況や内部統制の状況について監査し、改善の勧告、

改善案の提示や実施状況の確認等定期的に必要な内部監査を実施しております。

　

⑦ 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する体制

　監査役は、監査役の職務の補助を必要とする場合は、業務監査室担当取締役に

業務監査室の人員の派遣を要請できるものとします。

　

　⑧ 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役より、監査業務の補助の指示を受けた従業員は、その指示に関して、取

締役等の指揮命令を受けないこととします。

　

　⑨ 第７項の使用人に対する監査役からの指示の実効性の確保に関する事項

　監査業務の補助をする業務監査室の従業員の選任に関しては、監査機能の一翼

を担う重要な役割をもつことに鑑み、その経験・知見・行動力を十分に考慮する

ものとします。

　

⑩ 当社及び子会社から成る企業集団における取締役及び使用人が監査役に報告を

するための体制その他監査役への報告に関する体制

　監査役は、取締役会のほか、常務会、経営会議、コンプライアンス委員会等に

出席し、重要な報告を受け、意見を表明できる体制としております。

　監査役のうち子会社監査役を兼務する者を置いて、子会社の取締役会等に出席

し、重要な報告を受け、意見を表明できる体制としております。

　また、法令上及び定款上疑義のある行為等について、当社グループの従業員が

直接情報提供を行う手段としての報告・相談ラインの相手先の一つとして、監査

役を設定しております。

　

⑪ 前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな

い事を確保するための体制

　「役職員行動規範」において報告者が不利益を被らないよう最大限の配慮を行

う体制としております。

　

― 13 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月26日 18時29分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



⑫ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他当該職務

の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づ

く費用の前払請求、支出した費用の請求又は債務の処理については、当該職務の

執行に必要でないと証明された場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理し

ます。

　

　⑬ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、取締役、従業員、会計監査人と相互の意思疎通を図るため、それぞ

れ随時意見交換会をもつこととしております。

　また、「内部監査規定」において、業務監査室は監査役及び会計監査人と密接な

連携を保つよう努めなければならない旨を定め、監査役の監査の実効性確保を図

っております。

　

　⑭ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況

　当社は、「役職員行動規範」に基づき反社会的勢力及びこれらと関係のある個

人・団体に対して、一切の交流・取引を行わないこと、要求を断固拒否すること

を方針とし、警察等の外部機関や関連団体・関連企業と協力して、情報を収集し

反社会的勢力の排除のため社内体制の整備を推進します。

　

(2)業務の適正を確保するための体制の運用状況

　① コンプライアンス体制

　当社は、当社グループにおけるコンプライアンスの基礎となる「役職員行動規

範」を役職員に携行させ、また、社内に掲示するなどして行動規範の浸透を図っ

ています。コンプライアンス委員会におきましては、コンプライアンスに関する

課題の把握と、その対策案を立案・実施し、役職員への徹底を図るため社内研修

も実施しております。また、問題の未然防止と早期発見を図るため、内部通報窓

口を設置しております。

　

　② リスク管理体制

　経営における重大な損失、不利益等を最小限にするためリスク管理規定を制定

してリスクの把握・評価・対応策等によるリスク管理を継続的に行っております。

また、経営に与える影響が大きいと思われるリスクに関しては、国内連結子会社

の代表取締役をメンバーに入れた経営会議で報告され、リスクの共有及び対応を

図っております。

　

　③ 取締役の職務執行

　当社は、取締役会を原則月１回開催し、法令や定款等に定められた事項や経営

方針、予算の策定等の経営に関する重要事項を決定するとともに、月次の業績の

分析・評価を行い、法令や定款等の適合性の観点から審議をしております。
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　④ 内部監査体制

　業務監査室は、内部監査計画に基づき、当社並びに当社グループの内部監査を

実施し、それぞれの検証結果を半期毎に内部監査報告書として代表取締役及び常

勤監査役に対し報告を行っております。

　

　⑤ グループ管理体制

　取締役会で子会社を担当する取締役から各子会社の経営状況等の報告を受け、

現況を把握できる体制になっております。また、当社の業務監査室が子会社の業

務監査を定期的に実施しております。

　
(備 考) この事業報告に記載の金額及び株式数は表示単位未満を切り捨てにて、また、割合及び１株

当たり当期純利益は表示単位未満を四捨五入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(単位：百万円)

科 目
当連結会計年度
(平成28年３月31日現在)

前連結会計年度
(ご参考)

(平成27年３月31日現在)
科 目

当連結会計年度
(平成28年３月31日現在)

前連結会計年度
(ご参考)

(平成27年３月31日現在)

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 7,440 5,637 支払手形及び買掛金 5,857 5,630

受取手形及び売掛金 8,432 8,765 未 払 法 人 税 等 439 268

商 品 及 び 製 品 2,028 1,948 賞 与 引 当 金 454 453

原材料及び貯蔵品 5,040 4,806 役員賞与引当金 32 36

繰 延 税 金 資 産 242 247 資 産 除 去 債 務 31 14

そ の 他 486 356 そ の 他 1,996 2,306

貸 倒 引 当 金 △11 △6 流 動 負 債 合 計 8,811 8,709

流 動 資 産 合 計 23,659 21,754 固 定 負 債

固 定 資 産 長 期 借 入 金 4,000 4,000

有 形 固 定 資 産 繰 延 税 金 負 債 1,610 1,832

建物及び構築物 3,351 3,547 退職給付に係る負債 290 302

機械装置及び運搬具 2,511 2,712 役員退職慰労引当金 117 107

土 地 3,800 4,151 の れ ん ― 115

そ の 他 315 252 資 産 除 去 債 務 339 338

有形固定資産合計 9,977 10,663 そ の 他 40 40

無 形 固 定 資 産 固 定 負 債 合 計 6,397 6,736

の れ ん 15 35 負 債 合 計 15,208 15,445

そ の 他 956 1,038 (純 資 産 の 部)

無形固定資産合計 971 1,074 株 主 資 本

投資その他の資産 資 本 金 2,500 2,500

投 資 有 価 証 券 6,651 7,225 資 本 剰 余 金 4,049 4,049

繰 延 税 金 資 産 80 105 利 益 剰 余 金 19,346 18,156

退職給付に係る資産 1,356 1,391 自 己 株 式 △282 △280

差 入 保 証 金 594 604 株 主 資 本 合 計 25,612 24,425

そ の 他 288 280 その他の包括利益累計額

貸 倒 引 当 金 △75 △71 その他有価証券評価差額金 2,176 2,375

投資その他の資産合計 8,894 9,534 為替換算調整勘定 177 223

固 定 資 産 合 計 19,844 21,272 退職給付に係る調整累計額 265 502

その他の包括利益累計額合計 2,620 3,101

非支配株主持分 62 53

純 資 産 合 計 28,295 27,580

資 産 合 計 43,504 43,026 負債純資産合計 43,504 43,026
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連 結 損 益 計 算 書
(単位：百万円)

科 目
当連結会計年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

前連結会計年度(ご参考)

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

売 上 高 51,916 51,201

売 上 原 価 41,265 40,999

売 上 総 利 益 10,650 10,201

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,603 8,563

営 業 利 益 2,046 1,637

営 業 外 収 益 430 551

受 取 利 息 6 4

受 取 配 当 金 89 88

そ の 他 の 営 業 外 収 益 335 458

営 業 外 費 用 155 97

支 払 利 息 36 36

そ の 他 の 営 業 外 費 用 119 61

経 常 利 益 2,321 2,092

特 別 利 益 298 3

固 定 資 産 売 却 益 61 3

投 資 有 価 証 券 売 却 益 118 ―

受 取 保 険 金 79 ―

受 取 補 償 金 39 ―

特 別 損 失 266 340

固 定 資 産 売 却 損 ― 15

固 定 資 産 除 却 損 42 32

減 損 損 失 218 97

店 舗 閉 鎖 損 失 5 ―

製 品 回 収 関 連 費 用 ― 191

そ の 他 ― 3

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,354 1,756

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 647 508

法 人 税 等 調 整 額 94 68

当 期 純 利 益 1,612 1,179

非支配株主に帰属する当期純利益又は
非支配株主に帰属する当期純損失(△)

10 △3

親会社株主に帰属する当期純利益 1,601 1,183
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連結株主資本等変動計算書

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,500 4,049 18,156 △280 24,425

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △412 △412

親会社株主に帰属
する当期純利益

1,601 1,601

自己株式の取得 △2 △2

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 1,189 △2 1,187

当 期 末 残 高 2,500 4,049 19,346 △282 25,612

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 2,375 223 502 3,101 53 27,580

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △412

親会社株主に帰属
する当期純利益

1,601

自己株式の取得 △2

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

△198 △45 △236 △481 8 △473

当 期 変 動 額 合 計 △198 △45 △236 △481 8 714

当 期 末 残 高 2,176 177 265 2,620 62 28,295
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
　
　1. 連結の範囲に関する事項

　 (1) 連結子会社の数及び名称

　 ４社 日東富士運輸㈱、㈱さわやか、隅田商事㈱、

　 Nitto-Fuji International Vietnam Co.,Ltd.

　 (2) 非連結子会社の名称

　 該当事項はありません。

　2. 持分法の適用に関する事項

　 (1) 持分法を適用する関連会社の数及び名称

　 (関連会社）

　 １社 ㈱増田製粉所

　 (2) 持分法を適用しない関連会社の名称等

　 (関連会社）

　 ㈱兼平製麺所

　 (持分法を適用しない理由）

持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外してお

ります。

　3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち㈱さわやか及びNitto-Fuji International Vietnam Co.,Ltd.の決算日は平成

27年12月31日であり、連結計算書類の作成にあたっては同日現在の計算書類を使用しておりま

す。

なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　4. 会計方針に関する事項

　 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

　 その他有価証券

　 (イ)時価のあるもの

　 決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定し

ております。）

　 (ロ)時価のないもの

　 株式は移動平均法による原価法、債券は償却原価法によっております。

　 ② たな卸資産

　 (イ)商品及び製品

主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっており

ます。

　 (ロ)原材料及び貯蔵品

移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

　 ③ デリバティブ

　 時価法によっております。
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　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

　 機械装置については、主として定額法、その他は定率法を採用しております。

また、埼玉工場の一部及び静岡工場の機械装置については、定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法

によっております。

　 なお、主要な耐用年数は、次のとおりであります。

　 建物及び構築物 ３～60年

　 機械装置及び運搬具 ３～15年

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利

用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

　 ③ リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　 (3) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸

倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金

従業員及び執行役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額基準による繰入額を計上して

おります。

　 ③ 役員賞与引当金

役員の賞与の支払に備えるため、当連結会計年度における支給見込額を計上しております。

　 ④ 買付契約損失引当金

買付約定済みの原料のうち、決算日現在未購入のものについて、購入後の製品販売時に見込

まれる損失相当額を計上しております。

　 ⑤ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

　 (4) その他連結計算書類作成のための重要な事項

　 ① 退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付及び執行役員の退職慰労金に備えるため、従業員については当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生

していると認められる額を、また執行役員については内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。

　 １．退職給付見込額の期間帰属方法

当社従業員の退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間

に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

　 ２．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、５年による定額法により按分した額を当該年数にわたって費用処理するこ

ととしております。

数理計算上の差異は、５年による定額法により按分した額を発生の翌連結会計年度から当該

年数にわたって費用処理することとしております。

　 ３．小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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　 ② 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

なお、在外子会社の資産、負債、収益及び費用は、在外子会社の決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含

めております。

　 ③ ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

　 ④ のれんの償却方法及び償却期間

５年間で均等償却しております。なお、平成22年３月31日以前に行われた企業結合等により

発生したのれんについては、10年以内の合理的な期間により均等償却しております。

　 ⑤ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費

税は、当連結会計年度の費用として処理しております。

　 (会計方針の変更)

　 (企業結合に関する会計基準等の適用)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合

会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９

月13日。以下「連結会計基準」という。）、及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計

基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年

度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本

剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上す

る方法に変更いたしました。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会

計年度の連結計算書類に反映させる方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の表示の

変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変

更を反映させるため、前連結会計年度については連結計算書類の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準

第44－５項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

なお、当連結会計年度において、連結計算書類及び１株当たり情報に与える影響額はありま

せん。

　 (たな卸資産の評価方法の変更)

当社における商品及び製品の評価方法は、売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下による簿価切下げの方法）によっておりましたが、当連結会計年度より総平均法に

よる原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しておりま

す。

この変更は、当社新基幹システムの導入を契機として、価格変動の影響をより適時にたな卸

資産の金額に反映させることを目的としたものであります。

当連結会計年度の期首に新基幹システムが本稼働したことから、過去の連結会計年度に関す

る精緻な商品及び製品の受払記録が一部入手不可能であり、この会計方針を遡及適用した場

合の累積的影響額を当連結会計年度の期首時点において算定することは実務上不可能である

ため、前連結会計年度末の商品及び製品の帳簿価額を当連結会計年度の期首残高として、期

首から将来にわたり総平均法を適用しております。

この会計方針の変更による商品及び製品、売上原価、各段階損益並びに１株当たり情報への

影響額は軽微であります。
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連結貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額 26,681百万円

　2. 保証債務

　 下記の借入金に対し保証を行っております。

従業員 79百万円

　3. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結損益計算書に関する注記

1. 当連結会計年度において当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しており

ます。

用途 種類 金額 場所

製粉及び食品事業 土地 155百万円 埼玉県熊谷市

外食事業店舗

(連結子会社３物件)

建物及び構築物 40百万円

東京都東久留米市

東京都町田市

神奈川県平塚市

機械装置 2百万円

有形固定資産その他

(工具器具備品)
1百万円

無形固定資産その他

(電話加入権)
0百万円

投資その他の資産その他

(長期前払費用)
1百万円

運送事業車庫

(連結子会社１物件)

建物及び構築物 1百万円
埼玉県深谷市

土地 15百万円

計 218百万円

製粉及び食品事業の当該土地は、単独でグルーピングを行っております。

製粉及び食品事業につきましては、今後の利用の目処がなく遊休状態が続いている土地の帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

外食事業店舗は、各店舗毎に資産のグルーピングを行っております。

外食事業店舗につきましては、収益性が低下したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

運送事業の当該建物及び構築物、並びに当該土地は、単独でグルーピングを行っております。

運送事業につきましては、収益性が低下したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として特別損失に計上しております。

2. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書に関する注記

　1. 発行済株式に関する事項

(単位：株)

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普 通 株 式 46,923,646 ― ― 46,923,646

　2. 配当に関する事項

　 (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 274 6.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日

平成27年10月30日
取締役会

普通株式 137 3.00 平成27年９月30日 平成27年12月２日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　 平成28年６月29日開催の定時株主総会において、次のとおり付議する予定であります。

　・普通株式の配当に関する事項

① 配当金の総額 274百万円

② 配当の原資 利益剰余金

③ １株当たり配当額 6.00円

④ 基準日 平成28年３月31日

⑤ 効力発生日 平成28年６月30日

　3. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

金融商品に関する注記

　1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金調達については主に銀行借入により調達し、一時的な余資は安全性の高

い定期預金等で運用しております。デリバティブは、為替変動リスクを回避するために実需取

引の範囲内で利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当社は、当該リ

スクに関しては、与信管理規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、

主な取引先の信用状況を年度ごとに把握する体制としています。連結子会社についても、当社

の与信管理規定に準じた管理をしております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を

有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのすべてが１年以内の支払期日です。

借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、長期借入金は固定金利で調達しておりま

す。

デリバティブ取引の内容は、原料の輸入による為替変動リスクを回避するための為替予約取引

です。為替予約取引は、相場変動による一般的な市場リスクを有しております。また、取引の

相手先は信用度の高い金融機関等に限られていることから、相手方の契約不履行によるリスク

はほとんどないと判断しております。デリバティブ取引の管理については、実行担当部署と異
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なる部署が、取引先より都度実行額の通知を受けており、残高の確認及び評価を行っておりま

す。

営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次で資

金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異

なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

(4) 信用リスクの集中

当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち約60％が特定の大口顧客に対するも

のであります。

　2. 金融商品の時価等に関する事項

平成28年３月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及び

これらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と

認められるものは、次表には含めておりません（(注)２をご参照ください。）。

（単位：百万円）

連結貸借対照表

計上額（*）
時価（*） 差額

(1) 現金及び預金 7,440 7,440 ―

(2) 受取手形及び売掛金 8,432 8,432 ―

(3) 投資有価証券 6,411 5,996 △415

(4) 支払手形及び買掛金 (5,857) (5,857) ―

(5) 長期借入金 (4,000) (4,016) 16

(6) デリバティブ取引 ― ― ―

　 （*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
　

(注)１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　 (1) 現金及び預金、並びに (2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。
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　 (3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

なお、投資有価証券のうちその他有価証券に関する連結貸借対照表計上額と取得原価との差

額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

種類
連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 4,523 1,411 3,111

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 602 633 △30

合計 5,125 2,044 3,080

　
　 (4) 支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

　 (5) 長期借入金

長期借入金の時価については、連結決算日における借入残存期間において、元利金の合計額

を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっておりま

す。

　 (6) デリバティブ取引

為替予約の繰延ヘッジ処理によるものは、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき

算定しております。

(注)２ 非上場株式（連結貸借対照表計上額239百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・
フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)
投資有価証券」には含めておりません。

(注)３ 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

現金及び預金 7,440 ― ー

受取手形及び売掛金 8,432 ― ―

合計 15,873 ― ―

(注)４ 長期借入金の返済予定額

（単位：百万円）

１年以内
１年超
５年以内

長期借入金 ― 4,000

　3. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 616円 38銭

2. １株当たり当期純利益 34円 97銭

重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

その他の注記

　該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
(単位：百万円)

科 目
当事業年度
(平成28年３月31日現在)

前事業年度(ご参考)
(平成27年３月31日現在)

科 目
当事業年度
(平成28年３月31日現在)

前事業年度(ご参考)
(平成27年３月31日現在)

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 4,441 3,233 買 掛 金 4,380 4,091

受 取 手 形 53 255 未 払 金 551 820

売 掛 金 6,796 6,924 未 払 法 人 税 等 291 133

商 品 及 び 製 品 1,927 1,848 未 払 消 費 税 等 171 ―

原材料及び貯蔵品 4,898 4,671 未 払 費 用 821 806

前 渡 金 51 6 前 受 金 0 0

前 払 費 用 59 56 預 り 金 17 18

繰 延 税 金 資 産 175 202 賞 与 引 当 金 363 374

短 期 貸 付 金 5 6 役員賞与引当金 32 36

未 収 入 金 92 121

未 収 消 費 税 等 ― 3

そ の 他 146 19

貸 倒 引 当 金 △4 △4

流 動 資 産 合 計 18,645 17,345 流 動 負 債 合 計 6,629 6,281

固 定 資 産 固 定 負 債

　有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金 4,000 4,000

建 物 2,306 2,400 繰 延 税 金 負 債 1,493 1,592

構 築 物 335 335 退職給付引当金 52 48

機 械 装 置 2,288 2,380 役員退職慰労引当金 84 81

車 両 運 搬 具 14 7 の れ ん ― 114

工 具 器 具 備 品 178 129 そ の 他 4 4

土 地 3,677 3,832 固 定 負 債 合 計 5,634 5,841

建 設 仮 勘 定 76 71 負 債 合 計 12,264 12,122

有形固定資産合計 8,877 9,157

無 形 固 定 資 産 （純 資 産 の 部）

借 地 権 359 359 株 主 資 本

ソ フ ト ウ ェ ア 534 27 資 本 金 2,500 2,500

ソフトウェア仮勘定 ― 617 資 本 剰 余 金 4,036 4,036

そ の 他 11 4 資 本 準 備 金 4,036 4,036

無形固定資産合計 906 1,009 利 益 剰 余 金 16,093 15,419

投資その他の資産 利 益 準 備 金 497 497

投 資 有 価 証 券 5,298 5,897 その他利益剰余金 15,596 14,921

関 係 会 社 株 式 1,346 1,346 圧縮記帳積立金 67 62

出 資 金 0 0 別 途 積 立 金 13,100 12,400

関係会社出資金 555 555 繰越利益剰余金 2,428 2,458

長 期 貸 付 金 0 5 自 己 株 式 △282 △280

前 払 年 金 費 用 973 649 株 主 資 本 合 計 22,347 21,674

そ の 他 173 178 評価・換算差額等

貸 倒 引 当 金 △38 △41 その他有価証券評価差額金 2,126 2,306

投資その他の資産合計 8,309 8,591 評価・換算差額等合計 2,126 2,306

固 定 資 産 合 計 18,093 18,757 純 資 産 合 計 24,474 23,981

資 産 合 計 36,738 36,103 負債純資産合計 36,738 36,103
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損 益 計 算 書
(単位：百万円)

科 目
当 事 業 年 度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

前事業年度(ご参考)

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

売 上 高 40,945 39,717

売 上 原 価 33,855 33,099

売 上 総 利 益 7,090 6,618

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,713 5,583

営 業 利 益 1,376 1,034

営 業 外 収 益 441 548

受 取 利 息 0 1

受 取 配 当 金 132 131

そ の 他 の 営 業 外 収 益 308 415

営 業 外 費 用 156 87

支 払 利 息 36 35

そ の 他 の 営 業 外 費 用 120 52

経 常 利 益 1,661 1,495

特 別 利 益 121 ―

固 定 資 産 売 却 益 3 ―

投 資 有 価 証 券 売 却 益 117 ―

特 別 損 失 188 33

固 定 資 産 除 却 損 32 28

減 損 損 失 155 ―

会 員 権 評 価 損 等 ― 3

そ の 他 ― 0

税 引 前 当 期 純 利 益 1,595 1,462

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 417 308

法 人 税 等 調 整 額 91 109

当 期 純 利 益 1,086 1,044
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株主資本等変動計算書

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

資本剰余金
合計

利 益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計圧縮記帳
積立金

別 途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 2,500 4,036 4,036 497 62 12,400 2,458 15,419

当 期 変 動 額

圧縮記帳積立金の積立 4 △4 ―

圧縮記帳積立金の取崩 △0 0 ―

別途積立金の積立 700 △700 ―

剰 余 金 の 配 当 △412 △412

当 期 純 利 益 1,086 1,086

自己株式の取得

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 4 700 △30 674

当 期 末 残 高 2,500 4,036 4,036 497 67 13,100 2,428 16,093

　

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産
合計自己株式

株主資本
合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △280 21,674 2,306 2,306 23,981

当 期 変 動 額

圧縮記帳積立金の積立 　― ―

圧縮記帳積立金の取崩 ― ―

別途積立金の積立 ― ―

剰 余 金 の 配 当 △412 △412

当 期 純 利 益 1,086 1,086

自己株式の取得 △2 △2 △2

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

△179 △179 △179

当 期 変 動 額 合 計 △2 672 △179 △179 493

当 期 末 残 高 △282 22,347 2,126 2,126 24,474

― 29 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月26日 18時29分 $FOLDER; 30ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
　
　1. 有価証券の評価基準及び評価方法

　 (1) 子会社株式及び関連会社株式

　 移動平均法による原価法によっております。

　 (2) その他有価証券

　 時価のあるもの

　 決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しており

ます。）

　 時価のないもの

　 株式は移動平均法による原価法、債券は償却原価法によっております。

　2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

　 (1) 商品及び製品

　 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

　 (2) 原材料及び貯蔵品

　 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

　3. デリバティブの評価基準及び評価方法

　 デリバティブ…時価法によっております。

　4. 固定資産の減価償却の方法

　 (1) 有形固定資産（リース資産を除く）

機械装置については定額法、その他は定率法を採用しております。また埼玉工場の一部及び静

岡工場の機械装置については、定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっております。

　 なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　 建物及び構築物 ３～60年

　 機械装置及び運搬具 ４～12年

　 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用

可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

　 (3) リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　5. 引当金の計上基準

　 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒

懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 (2) 賞与引当金

従業員及び執行役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額基準による繰入額を計上してお

ります。

　 (3) 役員賞与引当金

役員の賞与の支払に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

　 (4) 退職給付引当金

従業員の退職給付及び執行役員の退職慰労金に備えるため、従業員については当事業年度末に
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おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認

められる額を、また執行役員については内規に基づく期末要支給額を計上しております。

なお、過去勤務費用については、５年による按分額を当該年数にわたって処理しております。

また、数理計算上の差異については、発生の翌年度より５年による按分額を当該年数にわたっ

て処理しております。

　 (5) 役員退職慰労引当金

　 役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

　6. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 (1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算

書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

　 (2) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

　 (3) ヘッジ会計の処理

繰延ヘッジ処理を採用しております。

　 (4) のれんの償却方法

　 10年間で均等償却しております。

　 (5) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税

は、当事業年度の費用として処理しております。

　

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会

計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月

13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、当事業年度から適用し、取得関連費用を

発生した事業年度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、当事業年度の期首以

後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直し

を企業結合日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法に変更いたします。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）及び事業分離等会

計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将

来にわたって適用しております。

なお、当事業年度において、計算書類及び１株当たり情報に与える影響額はありません。

（たな卸資産の評価方法の変更）

当社における商品及び製品の評価方法は、売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの方法）によっておりましたが、当事業年度より総平均法による原価

法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。

この変更は、当社新基幹システムの導入を契機として、価格変動の影響をより適時にたな卸資

産の金額に反映させることを目的としたものであります。

当事業年度の期首に新基幹システムが本稼働したことから、過去の事業年度に関する精緻な商

品及び製品の受払記録が一部入手不可能であり、この会計方針を遡及適用した場合の累積的影

響額を当事業年度の期首時点において算定することは実務上不可能であるため、前事業年度末

の商品及び製品の帳簿価額を当事業年度の期首残高として、期首から将来にわたり総平均法を

適用しております。

この会計方針の変更による商品及び製品、売上原価、各段階損益並びに１株当たり情報への影
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響額は軽微であります。

　

貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額 23,137百万円

　2. 保証債務

　 下記の借入金に対し保証を行っております。

従業員 79百万円

　3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 5,191百万円

短期金銭債務 487百万円

　4. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

損益計算書に関する注記

　1. 関係会社との取引高

売上高 30,738百万円

仕入高 1,877百万円

営業費用 2,716百万円

営業取引以外の取引高 148百万円

　2. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

株主資本等変動計算書に関する注記
　
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

(単位：株)

株式の種類
当事業年度期首の

株式数
当事業年度の
増加株式数

当事業年度の
減少株式数

当事業年度末の
株式数

普 通 株 式 1,112,773 5,960 ― 1,118,733

　(注)自己株式の増加は単元未満株式の買取りによるものであります。
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税効果会計に関する注記
　
　1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産

賞与引当金 110百万円

未払事業税 24百万円

その他 41百万円

繰延税金資産合計 175百万円
　

繰延税金資産の純額 175百万円
　
　 長期繰延税金資産

土地評価損 107百万円

役員退職慰労引当金 26百万円

会員権評価損等 18百万円

投資有価証券評価損 15百万円

固定資産除却損 1百万円

固定資産減損損失 58百万円

退職給付引当金 15百万円

その他 10百万円

長期繰延税金資産小計 254百万円

評価性引当額 △220百万円

長期繰延税金資産合計 34百万円
　
　 長期繰延税金負債

有価証券評価差額金 955百万円

土地評価益 243百万円

前払年金費用 297百万円

圧縮記帳積立金 30百万円

長期繰延税金負債合計 1,527百万円
　

長期繰延税金負債の純額 1,493百万円

2． 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28

年3月29日に国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

（ただし、平成28年4月1日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、従来の

33.06％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年4月1日から平成30年3月31日までのも

のは30.86％、平成30年4月1日以降のものについては30.62％にそれぞれ変更されております。

その結果、当事業年度末における繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）

が72百万円、当事業年度に計上された法人税等調整額が21百万円、それぞれ減少し、その他有

価証券評価差額金が50百万円増加しております。

　3. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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関連当事者との取引に関する注記

　
　1. 親会社及び法人主要株主等

(単位：百万円)

属性 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社 三菱商事㈱
(被所有)
直接 64.9％

当社製品販売の総代理店
役員の兼任

製品の販売等
(注)２(１)

30,119 売掛金 5,017

製品・原材料の購入
(注)２(２)

1,430 買掛金 131

販売手数料
(注)２(１)

553 未払金 92

(注) １ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含
まれております。

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等
(1) 製品の販売等については、市場価格、総原価を勘案して、一般的取引条件と同様に決定

しております。また、三菱商事株式会社との販売高に対して一定の販売手数料を支払っ
ております。

(2) 製品・原材料の購入については、市場の実勢価格を参考に、一般的取引条件と同様に決
定しております。

(3) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　
１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 534円 32銭

2. １株当たり当期純利益 23円 73銭
　
重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
　
その他の注記

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書

平成28年５月10日
日 東 富 士 製 粉 株 式 会 社

　取 締 役 会 御 中

　 有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 由 水 雅 人 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 口 更 織 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日東富士製粉株式会社の平成27年
４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、日東富士製粉株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書

平成28年５月10日
日 東 富 士 製 粉 株 式 会 社

　取 締 役 会 御 中

　 有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 由 水 雅 人 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 口 更 織 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日東富士製粉株式会社の平
成27年４月１日から平成28年３月31日までの第118期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について
監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの第１１８期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見と
して本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（１） 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について
報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。
（２） 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める
とともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と
意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの
として会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用
人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明いたしました。

③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第5号イの留意した事項及び同号ロの判断及び
理由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加え
ました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日
企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統
制を含め、指摘すべき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害
さないように留意した事項について、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　(3) 連結計算書類の監査結果
　 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　 平成28年５月16日

日東富士製粉株式会社 監査役会
常勤監査役 松 本 正 ㊞
社外監査役 伊 藤 和 雄 ㊞
社外監査役 中 山 裕 章 ㊞
社外監査役 石 毛 宏 ㊞

以上
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〈メ モ 欄〉
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